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第3者委員会への労働側委員の参入と
実効性のある条例制定を求める

　連合長野の目指す政策・制度の実現のため
には、推薦・連携議員の皆さんとの連携が欠か
せない。また、働く者（生活者）を代表する立場か
らも、長野県政に対して政策提言していくため
に、政策協議・学習会等を通じて互いの資質向
上を目指すことを目的に懇談会を設置している。
　本年は、9月県議会に向け「『県が行う契約』
に関する条例化の考え方」に対して、そのあり
方、取り組みの具体化に向けて理解を深め共
有することを目的に、推薦県議・市町村議員を
はじめ47名の出席を得て「長野県公契約条
例制定」に向けた懇談会を開催した。
　冒頭、中山会長から「賃金下限額の目安を諮
る第三者委員会に、我々働く者の代表が入って
おらず、これでは意味をなさない。公契約条例は、
ディーセントワークや格差拡大を阻止する観点か
らも早急な制定が必要。」とあいさつがあった。
　基調講演では、連合総合労働局の須田総
合労働局長から「県が行う契約に関する基本
的な考え方」に記されている理念はしっかりして

いるが、実効を担保するものではない。特に第
三者委員会には今後の条例のあり方を検討
し議論する機能と条例が履行されているかを
チェックする機能を持たせることが大事。また、現
状、対象から外されている業種についても、い
つまでにどのように対応するのか、作業報酬下
限額の制定も含めて検討を急がせる必要があ
る。」との見解が示された。
　このほか、それぞれの立場からの報告や直接
関係する森林労連・建設労連などからも意見・要
望が出された。

中山会長のあいさつ
第三者委員会のあり方を指摘

県の現案に対しての問題点を指摘する
連合総合労働局 須田総合労働局長



 

　連合長野は、9月14日から16日の平和行動in根室へ根橋美津人
事務局長（電機連合）を団長に10名の団員を派遣した。
　14日の学習会は、参加者それぞれが5つのセミナーに参加。15日
の平和ノサップ集会は濃い霧の中で行われ、連合南雲事務局長か
らは、「連合は、北方四島ビザなし交流と、択捉島内の日本建築物
の再建について、今後も特に取り組みを強化していく。根室で学び
感じたことを職場や地域へ持ち帰りいただき、今後の北方領土返
還運動をより広く、より深いものとしていきたい。」とあいさつがあった。
　16日に帰路に着く予定であったが、大型の台風18号の影響により、
当日の飛行機が欠航。翌日・翌 日々に分かれての帰宅となった。

2013平和納沙布集会集会会場で連合沖縄 仲村会長と

北方四島の返還を求め、
認識を深める

平和行動in根室に団員10名を派遣

［副団長－小林　資弘（高水地協事務局長・電力総連中部電力労組飯山支部）］
　学習会では元択捉島民であった、鈴木呼子氏のセミナーを受講しました。
　当時、ソ連軍の侵略から強制退去までの４年余りと民間ロシア人との生活の様子を生 し々く語られました。
故郷を追われた無念さが痛いほど感じられ、胸が詰まる思いを感じました。
　このお話を聞き私自身が領土問題について何ができるか考えると、大したことはできないが、職場や家庭に
おいて事ある機会を捉えて、今回の体験し感じたことを周囲に伝えて行くことで、領土問題に対する意識を高
める事に繋げて行きたいと考えます。

［団員－伊藤　佳臣（上伊那地協・ＪＡＭ甲信ＮＴＮ労組長野支部）］
　北方領土返還運動については、これまで幾度となく聞き、署名活動くらいの認識しか有りませんでしたが、
今回の「平和活動ＩＮ根室」の参加要請を受け参加させていただきました。
　初日のセミナーでは、児玉泰子さんによる「北方四島の今を知ろう」を講聴しました。ロシア政府は、クリル「社
会経済発展計画」の下、莫大な予算を投じて、開発を進めているとの事でした。自然豊かな四島の現実を知
ると、戦後70年近く経過している状況のなかで、領土返還が叶うのか考えさせられました。
　北方領土返還の解決については、これまでの運動・交渉が示すように、長く地道な取り組みが必要で有る
と思います。全国的な取り組みとして実施されている平和行動が、今後も定着され、北方領土返還という元
島民・国民の思いが達成されるまで、この運動を若い世代に引き継いでいく必要があると痛感しました。
最後に、平和行動に参加させていだだき、貴重な体験ができたことに感謝申し上げます。

佐藤連合北海道釧根地協会長の団結ガンバロー

参加者
の感想
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　連合長野中小労組支援委員会では、10月12日
（土）塩尻市総合文化センターにおいて｢2013年
労働安全衛生担当者会議｣を開催した。
　本年は、2つの講演で構成し、第1講座は｢安全
衛生委員会･衛生委員会の運営と活性化｣ と題し
て産業保健相談員の塚原昭雄氏による講演が行
われた。
　塚原氏からは、最近の労災の具体例を挙げ、職
場における安全衛生委員会のあり方、また、「安全
管理は『人間管理』であり、人の育成が重要である」
などお話しいただいた。
　第2講座の｢中小企業におけるメンタルヘルスへ
の取り組み｣ と題して産業保健相談員の伊藤かお
る氏による講演では、｢長時間労働による疲労が、う
つ・過労死などに影響している。｣「職場の現状を部

署や時系列的に把握して心の健康づくり計画に反
映することが必要であり情報交換が大切。」「計画
に対してものが言える労働組合の役割は大きい。」
などのお話しがあった。

　参加者への問いかけや模擬計画の作
成なども行い、実際に職場で行っていく安
全衛生委員会の役割を学ぶことができた。
　参加者からは、「職場での安全衛生
委員会の具体化・活性化は、労働組合
の力量にかかっていることを実感した。」
「心の健康づくり体制の整備が大切で
あることを理解した。」「メンタルヘルスに
対する労組の関わり方について大変参
考になった。」などの声が聴かれた。

安全衛生委員会のあり方を語る塚原昭雄氏

参加者に問いかけながら講演する伊藤かおる氏

｢安全衛生はすべてに優先する課題｣
問題意識を持ち、日常の安全衛生活動に積極的に参加しよう
安全衛生担当者会議・講習会を開催
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※写真は一例です。

　10月16日は国連が制定した世界の食料問題を考
える日です。
　連合長野は毎年、長野駅前と松本駅前でキノコの
配布と合せて「食と農のアピール行動を行っている。
　今年は「世界食料デー」前日の10月15日夕方に計
画し、前段に国民運動・環境委員会（委員長：寺澤博
幸副会長）メンバーでＪＡ中野市産のエノキ茸とチラシ
の袋詰め作業を行った。
　当日は台風26号による雨天であったが、長野駅前
には15構成組織より48名参加して2000袋を30分で、
松本駅前は10構成組織から35名参加し1000袋を
40分で配布した。
　長野駅前は中山会長と寺澤委員長、松本駅前は
小林副委員長（副会長）と根橋事務局長が弁士を
務め、「世界の飢餓人口は8.7億人。世界食糧農業
機関（ＦＡＯ）の第一目標は飢餓根絶。日本の食料自
給率39%は先進国一の低さ。世界最大の食料輸入
国である日本の自給率が上がれば世界の飢餓削減
につながる」などと市民に訴えた。

委員会メンバーで袋詰め作業

雨天の中での配布行動（松本駅前）

雨の中での食糧事情と課題のアピール
「10.16世界食料デー」街頭行動


